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令和８年度第１回北海道商工業振興審議会 議事録 

日時：令和８年６月１日（月）13:00～14:30 

場所：TKP 札幌ホワイトビルカンファレンスセンター 

ホール２Ｂ（札幌市中央区北 4条西 7-1-5） 

 

１ 開会 

 

■ 畠山経済企画課課⾧補佐 

それではただいまから、令和 8 年度第 1 回北海道商工業振興審議会を開催いたしま

す。私は本日の進行を務めます、北海道経済部経済企画課の畠山でございます。よろし

くお願いいたします。 

会議を始める前に事務局から１点お願いがございます。今回もＷｅｂで参加される委

員の方がいらっしゃいます。ネット環境には万全を期しておりますが、ご発言をする際

には、大きめの声でご発言いただきますよう、お願いいたします。 

本日の審議会には、委員 12 名のご出席をいただいております。本日の出席者数につ

きましては、北海道商工業振興審議会条例施行規則第２条第 2 項によりまして、構成員

15 名の 2 分の 1 以上を満たしておりますことから、本会が成立しておりますことをご報

告いたします。本審議会につきましては、道が定める附属機関の設置及び運営に関する

基準に従い、公開とさせていただきます。また議事録につきましても、北海道のホーム

ページ等で、公開することとなっておりますので、ご承知願います。 

開会にあたりまして経済部⾧の水口からご挨拶を申し上げます。部⾧お願いいたしま

す。 

 

■ 水口経済部⾧ 

経済部⾧の水口でございます。本日はご多用のところ、ご出席いただきまして感謝申

し上げます。また、猪口委員と城野委員におかれましては、今回、新たに本審議会の委

員にご就任いただきまして、誠にありがとうございます。御礼申し上げます。 

さて、現在におきましては、中東地域の緊迫化によりまして、原油価格の高止まりが

続き、道内でも、燃料や石油化学製品等の価格と供給の両面において、影響が顕在化し

ているところでございます。また物価の上昇が継続する中、実質賃金は前年を下回って

いる状況が続いておりまして、道民の皆様の生活や事業者の方々の経営環境は厳しい状

況が続いております。 

道では、本年 2 月に緊急経済対策を措置いたしまして、物価・エネルギー価格の高騰

の影響を受けている道民の皆様や事業者の方々への影響緩和に取り組みますとともに、

中東情勢に関する道内への影響把握や特別相談窓口での相談対応などを行っているとこ
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ろでございます。引き続き関係機関とも連携しながら必要な対応に努めて参りたいと考

えております。 

本日の審議会でございますが、道の 2 つの条例の見直しの検討等について、今後、道

として検討を進めていきたいと考えておりまして、議題とさせていただいております。   

まず、北海道小規模企業振興条例と方策についてですが、これは、道内企業の約 8 割

を占め、地域経済を支える重要な担い手である小規模企業の振興を目的に制定したもの

でございます。施行から一定程度の期間が経過しましたことから、経営体質の強化や、

事業承継、新事業分野への進出の促進等に加え、昨今の省力化やＡＩの活用等を通じた

生産性の向上をも含め、経済情勢の変化を踏まえたあり方について検討したいと考えて

おります。 

また、北海道産業振興条例につきましては、企業立地の促進や、中小企業の競争力強

化について規定したものでございまして、こちらも前回の条例の見直しから 5 年が経過

したところでございます。本道のポテンシャルを活かした、ＧＸ関連産業やデータセン

ター、半導体関連産業の集積など、本道経済を取り巻く環境の変化を鑑み、条例の施行

状況の検討を行うこととしておりまして、両条例の今後の検討の進め方について協議を

させていただきたいと考えております。 

限られた時間でございますが、委員の皆様におかれましては、本道経済の活性化に向

けて、様々な見地から忌憚のないご意見、ご提言をいただければ幸いでございます。 

本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

■ 畠山経済企画課課⾧補佐 

ここで新たに就任されました、2 名の委員の方々をご紹介いたします。 

小樽商科大学副学⾧・教授、猪口純路委員です。よろしくお願いいたします。 

 

■ 猪口委員 

ただいまのご紹介に預かりました、小樽商科大学の猪口と申します。ここにはたぶ

ん、副学⾧ということで呼ばれていると思うのですが、私、専門はマーケティング論で

して、日頃、ビジネススクールでですね、マーケティング論を教えております。なの

で、商工振興ということでいくと、商の方で呼ばれたのかなというふうに思っておりま

すが、前職、広島県におりましたときはですね、観光ブランドコンセプト委員とか、事

業レビュー委員とかもやっていたのですけれども、道で仕事をさせていただくのは、初

めてになりますので、右も左もわかりませんところで皆さんにご迷惑をおかけするかも

しれませんが、頑張りたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 

■ 畠山経済企画課課⾧補佐 

ありがとうございました。 
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続きまして、室蘭工業大学大学院工学研究科准教授、城野理佳子委員です。お願いい

たします。 

 

■ 城野委員 

今回から、委員をやることになりました室蘭工業大学、城野と申します。よろしくお

願いいたします。 

前職、私、北海道大学の方に約２０年ほどおりまして、ほぼ１５年ぐらい産学連携の

方の仕事をやっておりました。あと、最後の５年間ぐらいは北海道大学でいろいろ出し

ている、商品開発ですね。その辺りを地元の企業さんと一緒に色々、オリジナル商品を

開発するようなお仕事をさせていただいて、１年半ほど前から、今の室蘭工業大学の方

に移って参りまして、引き続き産学連携の担当や、室蘭工業大学でも、やはり商品の開

発みたいなことをやっておりまして、何かしらお役に立てればと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

３ 議事 

（１）会長の選出 

 

■ 畠山経済企画課課⾧補佐 

ありがとうございました。 

なお、ご出席の委員の皆様につきましては、お手元の出席者名簿によりまして、ご紹

介に代えさせていただきます。 

これより、議事に入らせていただきますけれども、穴沢前会⾧の辞任後、初めての会

議でありますことから、会⾧が選出されるまでは、経済部⾧の水口が議事を進行いたし

ます。それでは部⾧、よろしくお願いいたします。 

 

■ 水口経済部⾧ 

はい。それでは、会⾧の選出に移りたいと思います。北海道商工業振興審議会条例第

４条第２項におきまして、会⾧及び副会⾧は委員が互選することとなっております。こ

れに従いまして選任を進めたいと思いますが、会⾧の候補についてどなたかご意見がご

ざいますでしょうか。 

特になければ、事務局から推薦させていただきたいと思いますがいかがでしょうか。 

 

（一同了承） 

 

■ 水口経済部⾧ 

ありがとうございます。それでは事務局より提案をお願いします。 
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■ 畠山経済企画課課⾧補佐 

はい。それでは、事務局より提案をさせていただきます。 

会⾧は、専門のマーケティングをはじめとしました経済全般に関する幅広い知見を有

しまして、北海道生産本部の理事も務めておられます、小樽商科大学の副学⾧兼教授の

猪口委員にお願いしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

■ 水口経済部⾧ 

はい。今、事務局から提案がございました。皆さんいかがでしょうか。 

 

（一同了承） 

 

■ 水口経済部⾧ 

はい。猪口委員よろしいでしょうか。 

 

■ 猪口委員 

  承知いたしました。 

 

■ 水口経済部⾧ 

ありがとうございます。 

それでは、猪口委員に本審議会の会⾧をお願いしたいと存じます。猪口委員には恐れ

入りますが、会⾧席に移動をお願いいたします。 

はい。それでは、猪口委員から再度になりますが、ご挨拶をいただきたいと存じま

す。よろしくお願いします。 

 

■ 猪口会⾧ 

改めまして猪口でございます。先ほど申しましたとおり、恐らく不案内でですね、皆

さんにご迷惑おかけするところあろうかと思いますが、委員の皆様とですね、また、職

員の皆様とですね、少しでも商工振興に資するような会議の運営に努めたいと思います

ので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

■ 水口経済部⾧ 

ありがとうございました。それでは、ここからの進行は猪口会⾧にお願いをしたいと

思います。よろしくお願いします。 

 

（２）北海道小規模企業振興条例・方策の検討について（協議） 
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■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。それでは、議事を進めさせていただきたいと思いま

す。 

では、初めにですね、協議事項でございます。北海道小規模企業振興条例・方策の検

討についてとなります。それでは、事務局より説明をお願いいたします。 

 

■ 田島中小企業課⾧ 

経済部中小企業課の田島でございます。よろしくお願いいたします。 

私からは、お手元の資料に基づきまして、北海道小規模企業振興条例・方策の検討に

ついて、ご説明いたします。着座にて失礼します。 

初めに、資料 2－1 をご覧ください。１の概要についてでございますが、北海道小規

模企業振興条例は、道内企業の 8 割以上を占め、地域の経済及び雇用を支える重要な担

い手である小規模企業の振興を図るため、平成２８年に制定されました。本条例は、附

則におきまして、施行から 5 年を経過するごとに検討を加え、その結果に基づいて必要

な措置を講ずるものとする、とされておりまして、この度、施行から 10 年を経過した

ことから、現在の小規模企業の状況や、社会経済情勢の変化等を勘案し、条例の施行状

況について検討を加え、その結果に基づいて、必要な見直しなどを行うものでありま

す。あわせまして、令和 4 年に策定された、新たな北海道小規模企業振興方策につきま

しても、概ね 5 ヵ年の推進期間を経過したことから、新たな方策を検討することとして

おります。 

２の条例・方策の性格についてですが、本条例は、小規模企業振興の基本理念を定め

るとともに、道の責務や小規模企業者、小規模企業関連団体、金融機関、大学等の役割

を明らかにするものでありまして、小規模企業の振興に関する施策を総合的に推進し、

地域経済の活性化、地域社会の持続的な発展を目的としております。また、方策につき

ましては、道が条例に基づき、小規模企業の振興を図るために行う取組や、関係機関と

の連携について取りまとめたものであります。 

次に、めくっていただきまして３の検討の視点についてですが、条例や方策について

検討いただくための基本的な視点となるものであります。（１）の①の条例についてで

すが、小規模企業の現状や社会経済情勢の変化などを考慮した場合に、条例の基本理念

を見直す必要はあるか、関係機関の役割を見直す必要があるか、道の施策の基本となる

事項は見直す必要があるか、といったことを基本的な視点として検討していきたいと考

えております。また、②の方策についてですが、現方策で掲げている小規模企業が抱え

る課題や、課題に対応するための展開方向、取組は適切なものとなっているか、小規模

企業の新たな課題に対応するため見直しや追加をするべき取組はないか、施策等を効果

的に進めるため道や関係機関はどのように連携して取り組んでいくべきか、そして、設

定したＫＰＩは適当か、今後 5 ヵ年分をどう設定すべきか、といった点を、基本的な視
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点として検討していきたいと考えております。 

また、（２）の主な社会経済情勢の変化についてですが、新型コロナウイルス感染症

の５類への移行、中東情勢、大幅な物価高、金利のある世界、アメリカによる関税措置

などの通商環境の変化、原材料やエネルギー価格、物流コストの上昇、生産年齢人口の

継続的な減少、省力化やデジタル化、ＡＩの活用を通じた生産性向上投資の必要性の高

まり、賃上げに向けた機運の高まりなど、令和４年の本条例改正以後の変化を基本的な

視点として検討していきたいと考えております。そのため、一番下のところですが、本

審議会の下に部会を設置し、これらを基本的な視点として、条例の見直し、次期方策に

ついて検討いただきたいと考えております。 

次に資料２－１の次のページの４番ですが、具体的な部会での検討、対応について

は、本条例の改正の必要性や改正内容の検討を行うとともに、検討結果につきまして

は、こちらの商工審にご報告の上、改正が必要な場合は、道がパブリックコメントや議

会への提案などを経て改正いたします。また、方策につきましても、必要な検討を行

い、検討結果については、商工審にご報告の上、これを基に道において策定いたしま

す。 

そして５の今後のスケジュールについてですが、来月以降、検討部会を３回ほど開催

したいと考えておりまして、来年１月頃開催される商工審にて、部会での検討結果をご

報告する予定となっております。 

６は部会委員の候補機関を挙げさせていただきました。本条例と関係する機関の中か

らそれぞれ適任者を選定していく予定となっております。 

続きまして、次のページ以降の資料 2－2－1 が条例の概要となっておりまして、その

次の資料 2－2－2 が条例の本文、そして、６枚ほどめくっていただきまして、Ａ３横の

カラーの資料 2－3 は、振興方策となっております。こちら、説明は時間の都合により

割愛させていただきます。 

続きまして、資料２－４から資料２－６、それぞれ何枚かずつございますが、こちら

をご覧ください。この資料につきましては、本条例に定める施策の基本方針である経営

体質の強化、これが資料２－４です。そして、３枚ほどめくっていただきまして、資料

２－５が事業の承継の円滑化、そして、また３枚めくっていただきまして、資料２－６

が創業等の促進について、それぞれ記載しているものでございます。こちらの説明も時

間の都合により割愛させていただきますが、それぞれの資料は、展開の方向、これまで

の主な取組、関係機関との連携の状況について、まとめたものでございます。 

資料２－６の次のページ、資料２－７を最後にご覧いただきたいと思います。こちら

は、施策の展開に当たりまして、方策に明記しているＫＰＩの結果となっております。

上の一つ目が小規模企業の年平均減少率についてですが、平成２６年から２８年の平均

で減少率３．４％であったものを、平成２８年から令和８年の平均で１．５％を目標値

としておりました。国の中小企業白書等で公表されている数値は、平成２８年から令和



7 

 

３年のもので、まだ最終的な数値ではありませんが、この期間における年平均減少率

は、１．４５％となっております。また、下の二つ目、開業率についてですが、平成２

３年から令和２年の平均で、４．４％であったものを、令和８年で１０．０％を目標値

としておりました。これにつきましては、雇用保険事業年報によりますと、令和６年

は、３．４％となっております。ＫＰＩにつきましても今後検証、見直しを進め、より

実行性のあるものとなるよう努めて参ります。 

北海道小規模企業振興条例・方策の検討に係る説明につきましては、以上となりま

す。今後審議会の下に設置を予定する部会におきまして、条例の見直し、次期方策につ

いてご検討いただき、引き続き、本道の小規模企業の振興に努めて参りますので、委員

の皆様のご理解、ご協力をよろしくお願いいたします。私からは以上でございます。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。 

部会を設置したいという話と検討スケジュール、その中身ということになります。ま

ずはですね、ただいま説明の中で部会を設置したいという旨のご説明ありましたので、

部会の設置等につきましては事務局から改めて説明をお願いいたしたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

 

■ 畠山経済企画課課⾧補佐 

はい。部会の設置についてでありますが、北海道商工業振興審議会条例第５条により

まして、専門的事項を調査、審議させるため、必要に応じ、部会を置くことができると

いうこととなっております。その設置につきましては、条例施行規則第５条第１項によ

りまして、審議会が必要と認めたときとなっております。また、部会の委員につきまし

ては、条例施行規則第５条第３項におきまして、部会は、会⾧の指名する委員及び特別

委員をもって組織するとされております。今回、部会を設置する場合は、部会の委員に

つきましては、審議会の委員と条例第３条第２項により任命する特別委員をもって構成

し、ご審議いただくこととなります。以上です。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。 

ということでですね、ここで部会を作りますと委員会で承認しないと、部会が立ち上

がらないということですので、ただいま事務局でご説明ありましたが、北海道小規模企

業振興条例・方策の検討について、というのを審議するための部会を設置するというこ

とに決定したいと思いますが、ご了承いただけますでしょうか。 

 

（一同了承） 
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■ 猪口会⾧ 

ありがとうございます。それではお認めいただいたものとしまして、本審議会にです

ね、北海道小規模企業振興条例・方策の検討について、これを審議するための部会を設

置することといたします。 

また部会の名称につきましては、北海道小規模企業振興条例・方策検討部会というこ

とでよろしかったでしょうか。ここで何か特別すごい名前が出てくるとは思わないです

が。これでお認めいただいたということにさせていただきます。 

続きまして、部会の委員につきましてですが、こちらも先ほど事務局より説明があり

ました観点により人選をいたしたいと考えておりますが、何か人選につきましてです

ね、ご意見等ございますでしょうか。もし、特段のご意見、なければですね、会⾧に一

任させていただければと思いますがよろしかったでしょうか。 

 

（一同了承） 

 

■ 猪口会⾧ 

ありがとうございます。 

それでは部会の委員につきましてはですね、ちょっと事務局ともご相談しながらです

ね、皆様に後日、事務局よりご連絡、ご報告させていただきたいと思います。 

続きまして、北海道小規模企業振興条例・方策の検討についての今後の進め方につい

てですね、先ほどご説明のあったところではございますが、こちらにつきましてもご意

見もしございましたらこの場で伺っていきたいと思います。ここは、議事進行上、一番

時間をとっているところでございますので、何かご意見ありましたらですね、進め方に

ついて、ご議論いただければと思うところです。 

じゃあ北村委員お願いします。 

 

■ 北村委員 

はい。北村です。私から３つ、４つぐらいですね、ございます。 

小売の、あの私小売業ですからね、視点から見たときにですね、小規模企業っていう

のは、非常に今、厳しい状況であるというふうに認識しています。物価高、それから人

手不足、賃上げ、例えばデジタル対応であったり、そこに事業承継とか、これらが全部

同時に押し寄せている状況であると認識しています。そういった中でですね、例えば小

売であれば、一事業者だけであるのではなくて、例えばお買い物の場だったり、日用品

や食品、薬等の供給、高齢の方の見守りの機能であるとか、何か有事の際のですね、拠

点というような機能を担っておられるところも、少なくないというふうに思います。で

すから、やっぱり次期方策の中でですね、個々の事業者の方を、ただ単独で存続させる
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という支援ももちろんなんですけれども、地域に必要な機能がきちんと残されていく

か、どう残すかという視点を含めていただければというふうに思います。 

また、事業承継についてはですね、支援の行き先を条例の中で資金供給という点で位

置付けられておりますけれども、具体的にですね、引き継ぐ側が雇用だとか設備、それ

からシステム等ですね、運営を円滑にしていけるような実務面の支援をですね、具体化

されると、承継後の立ち上がりまで支えていけて、承継が現実的な選択肢になっていく

のではないかなというふうに考えます。 

それから３つ目はＫＰＩですね。ＫＰＩ、現在開業率ですとか、小規模企業の減少率

ですね。これももちろん重要なんですけれども、それだとですね、それだけではです

ね、結果、成果をですね、捉えきれないという面があるんじゃないかなというふうに思

っています。まず承継が成立するか、それから承継後ですね、ちゃんと事業を継続して

いけるかとか、そういった点をですね、北海道の実情に合った指標をですね、補助的に

追加されるのはいいんじゃないかなというふうに思います。 

最後にですね、前回も申し上げましたけれども、省力化とＡＩの活用について、でご

ざいます。私自身ですね、この直近のわずか本当に数ヶ月でですね、非常に仕事の進め

方が大きく変わりまして、今ではいわゆるオフィスソフトって事務をされる方は大抵使

われるかと思うんですけども、Ｗｏｒｄ、Ｅｘｃｅｌ、ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ等はです

ね、私はもう自分では一切、ほぼ操作せずにですね、全部 AI に作成とか編集をやって

もらっているような状況になりまして、生産性は個人的には体感で数倍ぐらい。元を１

とすると３～４倍は絶対にあるなというような状況まで本当に劇的に変わりました。  

ただ、これは人とか時間とか、費用を割ける企業だからこそできる面もあって、本当

にこれが必要な小規模な事業者さんほど、AI のツール選定だとか、使いこなすという余

力はないと思います。事業が、技術がこれだけですね早く進化している今だからこそ、

このまま放っておくとですね、あっという間に差は広がってしまうというふうに考えて

おります。ですので、次期方策の中でもですね、ぜひ小規模事業者の方がこういった、

インフラだとか民間サービスに乗りやすくするようなご支援や、導入後に伴走されるよ

うな仕組みまで、具体化して考えていただければ、いいのではないかなというふうに考

えております。以上です。 

 

■ 猪口会⾧ 

ありがとうございます。これ、ご意見ということで、何かこう、誰かからコメントと

かを求めているわけではないということですね。ありがとうございます。はい。ありが

とうございます。 

他、いかがでしょうか。はい。お願いします。岸本委員お願いします。 

 

■ 岸本委員 
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岸本でございます。私の方からは商工会、地域を代表いたしまして、日頃我々が感じ

ておりますことを、述べさせていただきます。この条例施行から１０年経ちましてです

ね、商工会、小規模事業者の発展に向けまして、組織一丸となって伴走支援に取り組ん

で参りました。しかしですね、この１０年、とりわけコロナ以降ですか、非常にこう変

化が激しいものでございました。円安ですとか物価高騰、また、物流の問題は、北海道

は広域分散型であるということで、移動コストの、輸送コストの増大ですとか、非常に

我々中小企業の経営を圧迫しているところでございます。また、引き続いております構

造的な人手不足も、企業にとっては死活問題となっているところでございます。これ

を、この困難を乗り越えるために、デジタル化、ＡＩの活用、そして省力化投資による

生産性の向上と、また、賃上げ、この 2 つの攻守両面の改革が急務となってきていると

ころでございます。我々はこのような逆風に耐えながら、現在の極めて複雑、そしてス

ピード感を求められる経営の舵取りを迫られております。我々商工会、地域では、商工

業者の８６％が小規模事業者でございまして、地域経済及び社会の担い手でもありま

す。今回の見直しに当たりまして、このような、現場の切実な実情を掘り下げていただ

き、これまで以上に実効性の高いものにしていただきたいと思っているところでござい

ます。 

基本理念につきましては、我々、地域の小規模事業者が、地域の暮らしやコミュニテ

ィを維持する不可欠な存在であることを、より明確に打ち出していただきたいと考えて

おるところでございます。また、人口減少が加速しております本道内におきまして、商

店やサービスの維持は生活インフラの維持そのものであり、政府が掲げる地域創生の根

幹であると考えているところでございます。また、関係機関の役割におきましては、こ

れまでどおり伴走型支援の重要性を強く明記していただきたいと考えております。 

現在の経営課題は、あまりにも複雑で経営者が自分の力だけで解決策を見いだすこと

は、我々中小企業にとっては限界に近い、そのような状況になってきております。情報

や知識を持っている指導員とともに、様々な視点から、時代に即した経営戦略を練り上

げる必要があると考えておるところでございます。これら小規模企業には、これまでの

受け身の経営から脱却して、デジタル化へ能動的に挑戦する姿勢が求められています。

こうした事業者の自己変革を後押しして、ともに課題を整理する伴走型支援こそは、

我々地域の、地域を守る砦であると考えております。そして次期方策においては、伴走

型支援の重要性をさらに強く定義していただきまして、道、市町村、そして金融機関、

我々支援機関が緊密に連携して事業者を支えていく体制を構築していただきたいと思っ

ております。 

また、振興方策につきましては、現在、事業者を一番苦しめているのは、原材料高、

エネルギー高騰、物流コスト、人材費高騰などのコスト高でございます。国を挙げて賃

上げ機運が高まっておりますが、なかなか価格転嫁が追いつかず防戦一方になっている

ところでございます。従って、まず取り組むべきは適切な価格転嫁に向けた取引適正化
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の支援、そして、省力化、デジタル化、ＡＩ活用を通じた生産向上支援だと考えており

ます。 

事業承継につきましては、当会におきましても、関係機関と緊密に連携し、セミナー

と個別相談会を精力的に展開しており、その結果ですね、地域の７０歳以上の経営者の

割合は、以前より低下しております。昨年度の事業承継完了数は、前年度より２０社増

の１６０社となっており、着実に成果を生んでいるところでございます。しかしなが

ら、これも地域の二極化が顕著であり、事業承継が進む地域と取り残される地域、それ

がはっきりしてきているのが実情でございます。 

続きまして、次期方策につきましては、道、市町村、条例の有機的な連携を深めて、

支援制度の構築を横展開して行っていただくよう、道としての投資を求めたいと考えて

おります。 

最後に、ＫＰＩの設定について申し上げます。観光関連産業をはじめとして、本道経

済を支えているのは、広域分散型のネットワークを維持しております、交通、運送、ガ

ソリンスタンドといった、エッセンシャルサービスを提供する小規模事業者です。集積

の薄い本道において、これらの事業がもし消失した場合は、地域コミュニティの崩壊に

直結する可能性がございます。これらを守り、育てる仕組みを作るために、産業振興の

枠を超えた地域存続のための安全保障として構築していただきたいと考えております。 

そしてＫＰＩのあり方につきましても、企業減少率、開業率といった指標だけではな

く、企業の体質強化や存続可能性を図る質を重視した指標を導入していただきたく考え

ているところでございます。具体的には、省力化、デジタルツールを導入した事業者の

割合、また、事業承継、Ｍ＆Ａの成功件数、そして、適切な価格転嫁を行い、賃上げを

達成できた企業の割合といった、現場が改善を実感できる実効性のある指標を取り入れ

ていただければと願うところでございます。 

我々商工会は、地域に根差した経済団体として日々、現場で事業者と向き合っており

ます。今回の見直しが次の１０年の北海道経済を支える揺るぎないものとなりますよ

う、実効性のある議論がなされますことを期待申し上げまして、私の発言といたしま

す。よろしくお願いします。ありがとうございました。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございました。Ｗｅｂでご参加の土田委員からもご意見があるとご

連絡いただいておりますが、いかがでしょうか。 

 

■ 土田委員 

ありがとうございます。AWL 株式会社の土田です。いつもお世話なっております。

本日はですね、台湾の台北におります。元々は半導体関係と、パソコン関係の展示会で

あった COMPUTEX っていう展示会があるんですけれども、この現下のＡＩとかのブ
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ームの中でですね、ＡＩ、ＩｏＴの部分がかなり強化されて、あとロボティクスのとこ

ろも強化されて、本年はもう本当に世界レベルの展示会に発展したっていうことで、弊

社としてもこちらで技術を出展する予定にしています。 

先ほどの商工会のご発言からもありましたとおり、本当に道内の企業の人手不足であ

ったり生産性のところが、深刻であるっていうことを非常に共感します。その中で我々

やはりＡＩの企業としてはですね、先ほどの北村委員のおっしゃるとおりでですね、い

かにしてですね、こういったところの、事業者様もですね、改革していくかっていうと

ころになると思うんですけれども、例えば、我々が取り扱ってるＩｏＴの機器について

はですね、仕入れが去年例えば３０万円だったものが、本年はですね、６０万円かかる

ようになっているんですね。倍になっているような状況の中で、やはりＡＩ、ＩｏＴ

と、簡単には言うんですけれども、個人であるとか小規模な事業者さんで取り入れるっ

ていうのはなかなか難しい状況になっていて、支援は支援でもですね、支援金額を上げ

ていかないと全然太刀打ちがきかないっていうところがやはり厳しいところになるかな

と。あと支援者についてもですね、非常にですね、人手不足、こちらの方も深刻になっ

ていて、いかにしてですね、やっぱり金額面でも、サポートを強化できるかっていう観

点で、考えられたらなというふうに思いますので、意見と代えさせていただきたいと思

います。ありがとうございます。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。続きまして、Ｗｅｂでご参加の中陳委員からもご意見

あると伺っておりますが、いかがでしょうか。 

 

■ 中陳委員 

はい。稚内から参加しております中陳です。どうぞよろしくお願いします。 

ちょっと稚内のお話になるんですけれども、ここ数年ですね、水産の水揚げが減少し

ているところでありまして、倒産だとかＭ＆Ａ、やっぱそういったところがですね、こ

こ数年は全然なかったんですけども、ここ２～３年はですね、すごいそういう話がたく

さん来ております。ご多分に漏れず、弊社にも買えないかとかいった話なんかも来てい

る中で、今年ですね、春なんですけども、潰れた水産加工の工場を利用してクラフトビ

ールを作る工場ですね、クラフトビール工場を作った会社があったりですとか、跡取り

がいなくて廃業してしまった旅館、そこにですね、本州から夫婦が来てですね、新たに

旅館とあと、モツ煮込みですね。飲食店を開業したりだとかっていう形で、やっぱり大

規模なところではできないようなですね、本当にもう１人２人で、小規模でやっている

新規のですね、人たちが増えてきております。 

やっぱりそういう方まだ皆さん３０代だとか４０代だとかで、本当に志があって、こ

の稚内を良くしてみたいとか、都会じゃなくて地方で頑張りたいとかっていう方たちが
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たくさんいます。本当ね、悪いことばっかり考えてもしょうがないんで。そういった方

たちと手を取り合って、今、弊社ではですね、添加物をなるべく使わないような、とい

うようなものをコラボして開発して一緒に販売してこうとかっていうような、取り組み

なんかもしてまして、そういったところで情報を、何でしょうかね、みんなで共有でき

るような場、そういったものを稚内市内だとか、宗谷管内で作っていきたいなというこ

とで今動いております。先ほどもありましたけども補助金関係だとか、そういったもの

を使いながら、どんどん小規模事業者が発展できるようなことになってくれば嬉しいな

という形で考えております。はい。以上です。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい、ありがとうございます。他、いかがですか。 

佐々木委員お願いします。 

 

■ 佐々木委員 

はい。IＴC さっぽろ佐々木です。私ですね、札幌産業振興財団の中で、創業相談とい

うのを月 2 回ほど、毎月開催をしております。最近ちょっと増えてきたなと思うのが、

フリーランスの方の相談がすごく増えてきました。特にですね、道外からの創業といい

ますか、道外からいらっしゃった方なんですけれども、ＩＴ、ＡＩ、デザイン、あとラ

イターですね。そういった方が東京でお仕事をされていたんだけれども色々な環境を考

えて、地元である北海道に帰ってきたという、だけど、なかなかちょっと北海道の中で

は、販路がないというようなご相談を受けることが圧倒的に多いです。どういうところ

に相談に行ったらいいのか、というようなことも含めてですね、特に販路に関してのご

相談が多いなと思っています。 

その中で私ちょっと心配だなと思っているのが、２０２４年にフリーランス法が制定

されまして、大企業さんの方からは色々とフリーランスの方を守るための色々な施策を

考えていただいているかなと思うんですが、逆にフリーランスの方の方がですね、あま

り勉強していないって言い方変なんですけれども、経営のこととか、全然分かっていら

っしゃらない方が多いなというふうに思っていまして、多分、この小規模事業者の開業

率の中にはそういった個人事業主の方も含まれているのかなと思いますので、そういっ

た方に対する経営に関する啓蒙活動であるとか、それからそういった相談窓口ですね、

特に契約書の問題等々含めての窓口といったものも十分に検討していただければなと思

います。以上です。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。じゃあ、失礼しました。藤田委員お願いします。 
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■ 藤田委員 

はい。ありがとうございます。事業の方はカンディハウスの会⾧と、旭川家具工業協

同組合の理事⾧しております。私からはですね、この資料を拝見させていただいて全体

に大きな前提の提言ということでちょっとお話させていただきます。 

北海道の課題は、企業の減少や後継者不足、人材不足といった個別課題の対応だけで

は解決できないと思います。今私は、北海道中小企業団体中央会の上川支部⾧をしてお

りますが、様々な中東問題を含めた目の前の課題が山積みにあることはよく存じていま

す。ただ、その目の前の課題だけでは、将来的な展望がなかなか見えないということ

で、本質的な課題は、北海道が持つ豊かな地域資源の価値を十分に高めきれていないこ

とにあると思っています。 

北海道は日本を代表する農業、漁業、林業を有し、世界に誇る四季折々の大自然の豊

富な食資源、良質な森林資源、優れたものづくりの文化を持っています。しかし、農水

産工業、農水産物や木材などを 1 次産品として出荷する割合が高く、付加価値の多くが

道外や海外の加工や流通段階で生み出されています。今後は、生産する北海道から価値

を創造する北海道へ展開することが必要だと思っています。 

そのためには、北海道を 1 つの強力な地域ブランドとして国内外へ発信し、北海道な

らではの価値を高め、政策をブランディングとして進めるべきだと考えております。例

えば農業では、加工を含めたブランド化、それを輸出までを見据えた戦略を強化し、漁

業では、高付加価値な加工や海外市場展開を推進すべきです。林業についても、木材供

給だけではなく、家具木工、建築内装、樽製造へと発展させ、地域で価値を循環させる

スキームが重要だと思います。一例として、これはあくまでも一例です。特に北海道に

はミズナラをはじめとする世界的に価値の高い広葉樹があります。家具産業、もしくは

ワイナリー、ウイスキー蒸留所、クラフトジン、先ほどビールもありましたが、日本酒

の蔵など、連携してですね、北海道産広葉樹による家具や樽を新たなブランド産業とし

て育成することは、林業振興だけではなく、輸出産業の創出にもなります。 

また産業についても、産業政策と、ごめんなさい。観光についてですね。北海道の観

光についても、産業政策と一体で考えるべきだと思います。北海道の最大の強みは、先

ほど申し上げました世界に誇る四季折々の大自然です。今後は単に景色を見る観光では

なく、体験し、学び共感する観光へ進化させ、北海道ならではの産業観光を推進するべ

きだと思います。さらにサイクリング、ゴルフ、スキー、トレッキング、カヌー、フィ

ッシング、様々、スポーツ・アウトドア体験等々融合させ、自然、食、酒、ものづく

り、スポーツ等が一体となった新しい北海道型観光を創出すべきだと思います。これを

ですね、北海道クラフト＆ライフスタイルツーリズムとして推進する提案をします。観

光客が地域産業に触れ、その価値を理解し、商品を購入し、再び訪れる循環を生み出す

ことで、地域、企業の売り上げ向上、事業継承、人材確保にも繋がると思います。  

また、現在進められているＧＸや半導体関連投資についても、単なる企業誘致に終わ
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らせるのではなく、地域企業との取引拡大や新たな産業創出につなげていくことが重要

だと思います。評価すべきは、誘致件数ではなく、地域企業にどれだけ仕事と利益が生

まれたかという視点だと思います。 

私は今回の条例及び方策の見直しを、北海道を価値創造の先進地域にするための重要

な転換点と位置づけるべきだと考えております。農業、漁業、林業という 1 次産業を基

盤に、食、酒、家具木工、観光、スポーツ等々、そしてデザイン経営を結びつけなが

ら、北海道ブランドの価値を高め、世界市場へ発信していく。そして生み出された価値

を北海道に残し、地域経済の持続的な発展につなげる。そのような視点をこの北海道小

規模企業振興条例・方策の中に、より明確に反映していただくことが重要であるという

ふうに考えております。以上がですね、北海道を価値創造の先進地域とするための提言

とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。すいません。個人的に聞きそびれたんですけど、北海

道何ライフスタイルって、最後おっしゃいましたか。 

 

■ 藤田委員 

北海道クラフト＆ライフスタイルツーリズムです。 

 

■ 猪口会⾧ 

なるほど。ありがとうございます。 

他、いかがでしょうか。では、城野委員お願いします。 

 

■ 城野委員 

まだちょっと勝手があまりわかってないんですけれども、ちょっと資料を見せていた

だいて思ったことが、資料の２－３の中の１の経営体制の強化⑥に、経営者や従業員に

対するスキルアップ支援、リスキリング、そういったその従業員のスキルアップみたい

なことを進めようみたいなことがあったと思うんですけれども、大学の方もそういった

人材育成というところで入っているかと思うんですが、本学もそうですし、どこの大学

も今、リスキリング、リカレント教育というところで色々、社会人の方にも大学に来て

いただこうというふうなことを考えておりまして、本学も特に室蘭の地元ですね、地元

の企業さんどうやったら来てくれるんだろうみたいなことを実は考えてまして、そうい

った意味でも、やっぱり人手不足で非常に忙しいという中で、どうやって、中小企業さ

んの中で、そういった人を育てようというふうに考えていただけるのかなっていうとこ

ろも、何かこういう施策の中で何か後押しできるようなことがあったら、非常にそうい

った大学も協力できますし、そういったことを考えていただけると、部会の方でもいい
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のかなと思いました。 

あともう一つちょっと、３の創業及び新たな事業分野の進出の促進というところで、

主な取り組みの例の中で真ん中あたりに、ビジネスで女性が活躍しやすい環境づくりの

推進と女性活躍についてもちょっと触れられているんですけれども、ただ展開の方向

が、育児や介護、退職後などにおける多様な創業の促進ということで、何かこう、育

児、介護、退職しちゃったらもう創業しかないんじゃないのみたいな、なんかちょっ

と、そうじゃなくて会社の中でもうちょっとこう、ちゃんと女性が活躍して、女性もし

っかりと中小企業の中でもちゃんと、然るべき立場になって活躍できるというふうなこ

とも両方盛り込んでいただけたらなとちょっと思いまして、たまたま行数が短いのでそ

ういうことなのかなと思うんですけども、そういうふうに思いました。以上です。 

 

■ 猪口会⾧ 

ありがとうございます。他、いかがでしょうか。 

堂屋敷委員の方がちょっと早かったかと思いますので、堂屋敷委員、先にお願いしま

す。 

 

■ 堂屋敷委員 

北海道自然電力の堂屋敷です。私の方からちょっとＧＸというところに的を絞って、

提言といいますか、コメントさせていただければというふうに思っております。 

今年度２０２６からＧＸ―ＥＴＳ制度（排出量取引制度）というのが始まっていま

す。このＧＸ―ＥＴＳ制度ってどういうものなのかというと、いわゆるＣＯ2 の排出量

取引で、キャップ＆トレード方式というのが、今年度から始まっています。これに起因

しまして、このＧＸ―ＥＴＳ制度っていうのが、すべての企業に課せられた取引ではな

く、年間１０万トンを排出する、いわゆる大企業がターゲットになった制度でございま

す。大体３００社から４００社ぐらいというふうには言われています。 

これがですね、実はサプライチェーンを通じた取引排除リスクに繋がってくるという

ふうに言われてます。大企業がＣＯ2 の排出をいわゆる市場とのコミットメントの中で

排出量を減らしていきますということを、自分たちの企業価値に直結するので、そうい

った形で企業の方が舵を切ってくような流れになるんですけど、そうなると、取引先に

もこのＣＯ2 の排出量、見える化ですとか、あるいは削減というような圧力というのが

ドミノ倒し的に始まっていると、一部ですね、もう本州の一部企業では始まっておりま

す。特に情報産業と言われる分野ですね、そういったところはかなり圧力があるという

ふうに聞いております。そういった関連で、中小企業もこういったＣＯ2 を排出する取

り組み、排出を減らす取り組みというのが必要になってくるというふうに考えていま

す。そういった取り組みをどういった形で支えていくのかということを、今まさに議論

しなければならない状況にあるのかなというふうに考えてます。 



17 

 

ＣＯ2 の排出は基本的に省エネから始まって、そこから、実質的に再エネを調達する

ですとかそういった流れで、一定段階ステップバイステップで支援していく形になるの

かなというふうに思っているんですけど、この取り組みは、本当に今結構見過ごされが

ちで、とても非常に重要な問題だというふうに考えても間違いないのかなというふうに

思ってます。ですので、こういった北海道の小規模企業の振興という観点で、経営基盤

の体質を強化するという観点で、まずはやはりＣＯ2 の見える化、そういったものに対

応できる企業をどれだけ増やしていくのかというのが、とても重要だというふうに思っ

ております。  

さらには、それだけにとどまらず、これから先、省エネ施策、脱炭素施策というのは

様々な方法がありまして、企業がどういった、例えば製造工場を持ってるところと、例

えば商いで物を売ってる会社、これはいわゆるＣＯ2 を減らしていく方策が大きく、ベ

クトルが違うというふうに考えています。ですので、そういったことを伴走支援できる

ような仕組みが今、特に重要なんじゃないかなというふうに思ってます。２０３３年、

２０２６が今年度から始まってるのは、一番最初にあなたの企業はこのぐらいまでＣＯ

2 を排出していいですよと、いうようなことで、無償枠というのがあります。２０３３

年からは、これ全量ではないんですけど、２０５０にかけてどんどん無償枠が、国が、

政府が、最初、例えば２０３３年、１０％だけ政府から買ってくれと。それを２０５０

年まで上げていくような制度の内容になっています。その時にはですね、実は明確にＣ

Ｏ2 がコストになります。 

今、環境価値、いわゆるカーボンクレジットと言われている、クレジットの市場で取

引ができるんですけれど、そのクレジットも実はですね、すごく上がってきてます。こ

れクレジットを欲しがる企業が増えてきたというところとですね、あと短期的にもです

ね、クレジットが若干やはり枯渇してくるリスクというのが、もう目に見えています。

これ北海道はＧＸの先進地、その前に再エネの賦存量が多い地域という、この地域の優

位性というものをしっかりと反映した新しい施策の打ち込みというのが必要になってく

るのかなというふうに考えております。 

そういったことも日々ちょっと考えてはいるので、また別途いろいろと提案を差し上

げたいなというふうに思うんですけど、そういったことが対応としては近々必要になっ

てくるというのと、あとちょっと視点を変えて、道内に再エネがたくさん集まってきて

いるというような状況が続いていくのかなというのが、今、足元ですね、メガソーラー

問題も含めて、かなり脆弱な状態になって、この流れというのが今後続いていくかどう

かというのは、若干難しい局面に来ているなというふうに思っています。 

一方で、弊社も再エネの開発をやってるんですけど、北海道内で再エネの開発をし

て、電気の売り先というのが、ＦＩＴ制度のときには、電力を固定買取で、いわゆる旧

一電と言われる北海道管内であれば北海道電力さんにご購入いただいてたというような

制度なんですけど、このＦＩＴ制度自体もほとんど今はですね、もう使われない、ＦＩ
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Ｔ制度はもうすでに終えんを迎えている制度だというふうに、業界の中でも認識はされ

ています。  

今現状、どういうやり方をしているかというと、我々電源開発をした場合に、その電

源を、発電した電気をそっくり買ってくれる企業を探しています。その企業はですね、

実は残念ながら北海道内ではなくて、北海道外が多いです。これが今、北海道の再エネ

開発の実態です。私個人としては、北海道に対して当然思い入れもあるので、これを北

海道内で消費できる仕組みを作っていくことが必要じゃないかというふうに考えており

ます。 

先ほどのＧＸ―ＥＴＳ制度、ＣＯ2 が有償化されて取引されるということになると、

いわゆる、北海道が草刈場になってしまう懸念があります。ですので、その前に北海道

内で生み出した再エネから生じる環境価値については、北海道内で使えるような仕組み

づくりというのを、今から、北海道内の皆さんと一緒に知恵を絞っていく、そういった

ことが必要になってくるんじゃないかなというふうに考えておりますので、一つちょっ

と提言めいた話になるんですけど、そういった取り組みも、このイメージの中に盛り込

んでいただければなというふうに思っております。私からは以上です。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。では吉岡委員お願いします。 

 

■ 吉岡委員 

吉岡でございます。私からは２点質問がございまして、１点目が、資料２－３のＡ３

のところだったんですけれども、基本的な施策に、事業の承継の円滑化というところ

で、主な課題に北海道は後継者不在率は地域別で全国一という課題があったんですけれ

ども、ここら辺の課題というのは全国同じなのかなと思っているんですが、特に北海道

でのこういったところの取り組みといいますか、どのようにここを改善されるのかって

いうのをちょっとひとつお聞きしたいっていうのが一つです。 

２つ目のご質問はちょっと資料飛ぶんですけれども、資料２―６の振興条例の創業等

の促進についての２の道の主な取り組みの令和４年から８年の間の関連事業と概要とい

うところだったんですけれども、こちらの過去の令和４年から８年度までのこれらの事

業を行った実績といいますか、その後、どうだったのかっていうのが非常に気になって

おりまして、というのも、私たちの会社は平成２４年に実は東京都町田市というところ

で創業を行ってまして、2 年目には札幌にサテライトオフィスを出店できるまでには何

とか創業して軌道に乗せて、サテライト展開というのをしてきたんですけれども、この

創業時のリスクですとか辛さっていうのは非常に経験していたところでしたので、初め

からこういった取り組みの支援を受けていたら実はもう少し楽に創業から次のステップ

にいけたのかなと思ったところもございまして、こちらの２番の道の取り組みのところ
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のこういった事業を行っていただいて、その結果、どうだったのかっていうのが非常に

気になっておりましたので、そちらについて、ちょっと教えていただければと思ってお

ります。 

 

■ 猪口会⾧ 

ありがとうございます。どうですかねこれ、クイックに何かもしご回答いただけるよ

うであればと思いますが、今難しければ、別途ということでもよろしいですかね。 

 

■ 吉岡委員 

はい。もちろんです。 

 

■ 矢野地域経済局⾧ 

地域経済局⾧の矢野でございます。 

まず、事業承継の関係の後継者不在率につきまして、資料２―５に全国との比較のデ

ータを、帝国データバンクさんの調査のグラフを載せておりまして、北海道も全国も後

継者の不在が課題というのは、基本的には同じ状態でございますけれども、本道におき

ましては、後継者不在率が１０％程度厳しい状況にあります。これには様々なご事情が

あるかと思ってまして、しっかり分析をしていかなければなりませんが、これまでも、

この資料の上にところにございますけれども、道では、国、市町村、関係機関と、事業

承継サポートネットワークというものを立ち上げまして、それぞれの機関が持っている

様々な支援施策を有機的に連携させていく取組を進めております。 

特に、サポートネットワークの右側、北海道事業承継・引継ぎ支援センター、これ

は、国の事業ではございますけれども、親族内承継、親族外承継も含めて、相談サポー

トからマッチングといったところを今、国の方で重点的に取り組んでおりますので、課

題を持ってる事業者さんをこういった支援に円滑にどう結びつけていくのかというのが

一つ大きな課題になっているかなと考えているのが一点点と、今、ご指摘いただいたと

おり、引継ぎ支援センターでは、後継者が不在の事業者と創業ですとか事業を引き継ぎ

たいという方のマッチングをやってございますけれども、マッチングするだけではなく

て、その前後の、まず、事業承継を考えている方々が、次の方に引き継ぎができるよう

な事業をしっかり整理をしていただいて、また、その引き継いだ方がしっかり事業を継

続できるような、そういうマッチングだけではなく、トータルの支援というのが必要と

いうことになるのかなというふうに考えてございまして、そのあたりも、今回の部会の

検討の中ではしっかりやっていきたいなと考えてございます。 

また、創業の部分につきまして、すいません細かい事例まで今この場でお答えするこ

とができませんけれども、例えばこの支援の中では、２の（２）の一番下、地域課題解

決型起業支援ということで、これ平成３１年、令和元年からやってございますけれど
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も、特に、先ほどから地域に残すべき機能といったこともございまして、地域課題に小

規模企業の方々が担う役割があるということに着目をして、デジタル技術を活用した課

題解決を企業に向けて取り組むといった方々に対する起業の費用の助成と、併せて、経

営に向けた指導・助言という伴走支援をセットにした取組を行っておりますほか、ま

た、スタートアップ関係でも。従来のアイディアにはない新しい発想で地域の課題解決

に向けた取組をする事業者さんの。こちらは資金面というよりは、アイディアの磨き上

げですとか、そういったところの伴走支援、こういったものにも今、取り組んでいると

ころでございます。 

すいません、今お答えできる範囲としては、以上でございます。 

 

■ 吉岡委員 

ありがとうございました。ちょっとこのＫＰＩの開業率の数字が結構高かったので、

ここはすごく難しそうだなと思ってちょっと拝見しておりました。どうもありがとうご

ざいます。以上です。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。ちょっと予定よりもかなり押しておりますので、次の

議題に行きたいと思いますが、恐らくこのいただきましたご意見ですね、部会の方でま

たさらに揉んで施策に反映されていくものと思っておりますので、引き続きよろしくお

願いいたします。 

では、続きまして次の協議となります。北海道産業振興条例（通称）の検討について

ということになります。こちら、事務局からご報告をお願いいたしたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

 

■ 茶谷産業振興課⾧ 

はい。産業振興課の茶谷と申します。本日どうぞよろしくお願いいたします。私から

はお手元の資料に基づきまして、北海道産業振興条例の検討についてご説明をさせてい

ただきます。では着座にて失礼いたします。 

それではお手元の資料３－１の 1 ページ目をご覧ください。北海道産業振興条例の見

直し等の必要性につきまして、北海道商工業振興審議会に、（仮称）北海道産業振興条

例あり方検討部会を設置しまして、社会経済情勢の変化や条例の施行状況等を踏まえ、

ご検討いただきたいというふうに考えております。１の概要ですが、産業振興条例は、

産業構造の高度化による自立型経済構造への転換を図るために、企業立地の促進と中小

企業の競争力強化に関する道の責務や事業者の役割、道の施策の基本となる事項を定

め、平成２０年４月に施行されたものです。この度、条例附則第５条に基づきまして、

前回、令和３年の見直しから５年が経過しましたので、社会経済情勢の変化や施策の取
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り組みの状況などについて検討を行いまして、その結果を踏まえて必要な措置を行うこ

ととしております。次に、２の条例の内容です。産業構造の高度化による自立型経済構

造への転換を図るため、企業立地の促進と道内の中小企業の競争力の強化、これを一体

的かつ相乗的に推進していくことを目的にしておりまして、４つの基本方針と６つの基

本的施策を定めるとともに、必要な支援を行うこととしております。 

次に、２ページ目をご覧ください。３の検討の視点としては、一つ目、社会経済情勢

の変化を踏まえ、条例の趣旨や条例の規定する基本的施策などを見直す必要が生じてい

ないか、新たに盛り込むべき事項や不要な規定はないかという点です。二つ目として、

条例の施行状況等についてですが、支援制度のこれまでの活用状況の他、本道の企業立

地の動向や中小企業の経営環境等を踏まえ、見直すべき助成措置や新たに追加すべき助

成措置はないかという点です。本日ご審議いただきたい事項ですが、条例のあり方の検

討にあたりましては、仮称ですが、北海道産業振興条例あり方検討部会を設置させてい

ただき、ご議論いただきたいと考えております。次に、部会についてでございますが、

学識経験者、経済関係団体、企業の方々にお願いしたいというふうに考えております。 

次に 3 ページ目をご覧ください。5 の検討・今後のスケジュールになります。本日、

部会の設置についてご了承いただけましたら、検討部会を７月以降、３回程度開催し、

来年１月頃に開催される本審議会にて、部会での検討結果をご報告させていただく予定

です。詳細については今後部会でご議論いただきますが、本日は、条例の施行状況等に

係る概要についてご紹介させていただきます。 

次に、資料 3－2 をご覧ください。本道の企業立地動向の資料になります。企業立地

件数は、感染症の影響により令和２年度に落ち込みましたが、その後は回復に転じ、令

和４年以降は、概ね１００件前後で推移しております。昨年度は９３件となりました。

最近の企業立地の特徴については、１つ目として、本道の豊富な再生可能エネルギーを

背景に、再エネ発電所や蓄電施設の他、蓄電池製造工場、データセンターなど、ＧＸ関

連産業の立地が増加しています。2 つ目として、ラピダス社の立地を契機に、半導体関

連産業の立地が増加しており、令和 9 年の量産製造開始に向けて、関連部材やメンテナ

ンス企業の他、研究開発拠点、物流拠点の立地など、裾野産業の集積も進んでおりま

す。3 つ目として、北海道ブランドや良質な水、豊富な農水産資源を背景に、原料産地

に近接した食品加工工場の立地や、ワイナリーやウイスキー蒸留所といった多様な酒類

製造業の立地など、食関連産業の立地が堅調に推移しております。 

次に資料 3－3 をご覧ください。道内の中小企業の経営環境等の資料になります。 

先に、申し訳ございません。コロナ禍の禍という字、ちょっと間違ってしまっており

ます。訂正してお詫びさせていただきます。 

道が、道内の企業経営者を対象に四半期ごとに行っている調査を基にした資料となり

ます。まず 1 つ目の業況感ですが、これは企業経営者に前年同時期との比較を調査した

ものです。上昇と回答した企業の割合から下降と回答した企業の割合を引いて算出した
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ものです。コロナ禍以降、業況感は改善してきており、令和８年時点では、４年前と比

較し１６ポイントの増加です。２つ目に、売り上げの同期比増減率です。コロナ禍以

降、売り上げ増減率が改善しており、令和 8 年時点では 4 年前と比較し、22 ポイント増

加です。最後に、3 つ目の雇用者の不足感です。コロナ禍以降、雇用者の不足感が増し

ており、令和 8 年時点では、4 年前と比較し、１５ポイント増加しております。なお、

ただいまご説明いたしました内容は、今般の中東情勢の影響を受ける前の調査データで

ございまして、今後の経営環境の変化を注視する必要があると考えております。 

資料 3－4－1 をご覧ください。こちら企業立地の補助金の概要になります。重点的に

誘致したい業種を成⾧産業分野として設定しており、現在は、自動車関連、宇宙・航空

機関連、半導体関連産業、さらに、食関連産業や新エネルギー供給業、データセンター

などを位置付けております。こうした業種ごとに、対象地域、設備投資の額、雇用のニ

ーズなどに応じて補助金を交付する制度になっております。 

資料 3－4－2 をご覧ください。企業立地補助金の事業実績になります。直近 5 年間の

交付実績として、６９社に対して約７８億円を補助し、投資額は１，６７２億円、雇用

増は９０３名を創出しております。交付実績の傾向としては、業種別での補助企業数は

食料品製造業が最も多く、全体の約３割を占めています。新増設別では、増設の方が若

干多く、立地振興局別では、石狩、胆振、空知の順に多くなっております。 

資料 3－4－3 をご覧ください。昨年 4 月に行った企業立地補助金の改正の概要になり

ます。次世代半導体の製造拠点や大型のデータセンターの立地、ＧＸ金融・資産運用特

区の指定など、企業立地を取り巻く環境の変化を踏まえ、5 年ごとの定期の見直しを待

つことなく、本審議会のご意見を踏まえながら改正を行ったものです。改正の内容につ

いては、半導体関連産業の支援対象や支援額の拡充、データセンター事業の支援額の拡

充、ＧＸ関連産業への支援対象の拡大、雇用要件の緩和、地域への立地促進を行ってい

ます。改正後の事業実績については、制度改正後、立地計画が申請され認定を行った企

業は６件です。このうち、改正の内容の対象となった企業は 4 件となっております。 

資料 3－5－1 をご覧ください。もう一つの条例の柱であります中小企業競争力強化促

進事業の概要になります。本事業は、中小企業が新分野あるいは新市場に進出するため

に行うマーケティングやコンサルタント招へい、人材の育成確保、さらには、製品開発

などに必要な経費に対して補助する事業となっております。大きく分けて 4 つの事業に

分かれております。 

資料 3－5－2 をご覧ください。中小企業競争力強化事業の実績になります。先ほどご

説明した 4 つの事業について、それぞれ直近 5 年間の申請件数、採択件数、採択倍率と

なっております。傾向としましては、製品開発や販路拡大など、様々な分野に対応可能

なコンサルタント等招へい支援のニーズが高まっておりまして、また、市場対応型製品

開発支援事業が増加傾向となっております。 

私からの北海道産業振興条例の検討に係る説明は以上になります。ご審議よろしくお
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願いいたします。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。こちらもですね、先ほどと同じ手順で進めていくこと

になろうと思いますが、ただいま事務局から申し出のありました北海道産業振興条例

（通称）の検討についてということですが、これもまず、部会を設置することですね。

これについて決定したいと思いますがご了承いただけますでしょうか。 

 

（一同了承） 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。それではお認めいただいたということで、その次です

ね。また、名前がですね、本審議会に（仮称）北海道産業振興条例あり方検討部会につ

いて審議するための部会を設置することとして、名称が北海道産業振興条例あり方検討

部会という部会名でよろしかったでしょうか。 

 

（一同了承） 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。これもお認めいただいたということで、先に進めさせ

ていただきます。 

続きまして、部会の委員につきましては先ほど事務局よりも説明がありましたとおり

の観点で人選をしたいと考えております。人選につきまして何かご意見等ございますで

しょうか。 

では、特段ご意見ないということでしたらば、会⾧にまた一任させていただければと

思いますが、よろしかったでしょうか。 

 

（一同了承） 

 

■ 猪口会⾧ 

ありがとうございます。それでは、部会につきましても後日、事務局より皆様にご報

告させていただきたいと思います。 

では、続きましてですが、この北海道産業振興条例（通称）の検討についてと、先ほ

どご説明いただいたところではありますが、今後の進め方につきましてですね、こちら

もご意見をいただければと思います。恐らく先ほどもちょっと関連するご意見も色々出

たかなというところがありますが、何かございましたらよろしくお願いします。 
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斉藤委員お願いします。 

 

■ 斉藤委員 

日本政策金融公庫の斉藤でございます。 

北海道に今のポストで着任して、ちょうど丸１年経ったところですが、設備投資及び

立地の促進の関係では、この 1 年間振り返ると、環境変化はあったと思いますが、設備

投資の相談は相応にあって、設備投資の意欲は、比較的強かったかなと思っておりま

す。今後の設備投資、立地促進のポイントとしては、資料にも書いてありますが、

DX・ＧＸ関連産業の立地拡大、半導体関連、食品関連というところがポイントになっ

てくるのかなと思います。加えて、災害対応、BCP 関連も検討してはいかがかと思いま

す。昨今、全国で非常に災害が多く発生しており、私どもでも災害関連の対応は迅速に

やっておりますが、北海道は災害ゼロとは言いませんが、比較的災害の起こる頻度が少

ない地域というふうに認識しております。各企業の方はＢＣＰの観点からも、北海道も

地震とか津波の可能性もゼロではないので、対策が必要かと思いますが、全般的に見る

と災害の可能性が本州に比べるとちょっと低いのかなと認識しておりますので、そうい

った観点から、是非、北海道に事業所を設けて欲しいと思います。私どもとしても、是

非、支援していきたいと考えております。 

それから半導体関連、データセンターなどもやっぱり人材育成、確保が大事になって

くると思います。先ほどリスキリングなどの話もありましたが、そういった人材の育

成、輩出っていうのも重要な観点であると考えております。私どもの函館支店で函館市

と「奨学金返還支援事業における若者応援企業」の登録事業者で、函館市⾧の証明を受

けた事業者に制度融資を適用するという連携を開始しました。在学中に奨学金の貸与を

受けた人が地元の企業に就職し、函館に住んだ場合、函館市と企業が奨学金返還を助成

するもので、安定した雇用確保、人手不足解消に繋がってくると思います。そういった

人材育成、人材確保に繋がる制度を検討して、考えていただけたらありがたいなと思っ

ております。以上でございます。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。他、いかがでしょうか。 

佐々木委員お願いします。 

 

■ 佐々木委員 

中小企業競争力強化促進事業についてなんですけれども、今まさにちょうど募集中か

と思うんですが、やはり補助金の募集時期が、もう５月、６月に集中してしまっている

というのが、企業側にとっては非常に負担であります。人材教育ですとか新商品の開発

に関しましては、ある程度の期間が必要なので、やはり春先ということは必要なのかな
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と思うんですけれども、こちらのマーケティング支援事業とかコンサルタント招へい事

業などに関しましては、年１回のこの募集ではなくて、複数回やっていただけるといい

なというふうに思います。最近、経済産業省の方でやってらっしゃる小規模事業者持続

化補助金ですとか、それから今年から変わりましたＡＩ導入補助金などは、年何回か募

集時期があるということで、中小企業事業、小規模事業にとっては大変ありがたい募集

時期です。やりたいなと思ったときにもうすでに終わってしまっていると、来年１年間

待たなければいけないというのが大変、非常に機会を損失してしまうということがあり

ますので、是非こういった補助金の募集時期についてもご検討いただければなと思いま

す。以上です。 

 

■ 猪口会⾧ 

ありがとうございます。他、いかがでしょうか。 

はい。では斉藤委員お願いします。失礼しました。藤田委員お願いします。 

 

■ 藤田委員 

はい。ありがとうございます。先ほど、大きなスタンスとしての提言をしましたが、

これは今ご説明のあった北海道産業振興条例の方にもかぶっておりますので、そこはご

理解いただきたいなということと、もう１つお願いが、北海道ブランドをブランディン

グするという意味では、この特別委員だとか、学識経験者にぜひデザイン経営的な実績

を持つ専門家を入れていただきたいなと思います。発想そのものが変わってくると思い

ますし、向かう方向性が非常に重要だと思いますので、目の前の課題だけではなく、５

年後１０年後に北海道がどうなっていくかという部分で、そういう経験者が必要だと思

います。是非お願いいたします。 

 

■ 猪口会⾧ 

ありがとうございます。他いかがでしょうか。 

佐藤委員お願いします。 

 

■ 佐藤委員 

まず、この条例については、目的にあるとおり企業立地の促進というのが一つあろう

かと思いますけど、もう一つは、中小企業の競争力強化というのもうたわれているとこ

ろであります。基本方針の方では高い経済的効果を及ぼすとなっているんですけども、

問題は、オールジャパンでの経済効果なのか、この北海道に限って見たときの経済効果

なのか、これによって捉え方が変わってくる部分、政策が変わってくる部分が、あろう

かと思います。ぜひそういった面で、ＫＰＩについては、やはり道内総生産額にどれぐ

らい貢献しているのかといった、その投資がですね、そういったところも評価軸に入れ
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ていただくとよろしいのかなと感じております。 

それと２ページ目の検討の視点の中で、ぜひ加えていただきたいのは、金利上昇は入

っているんですけども、なぜか円安が入っておりません。今の足元の物価高騰の理由の

大半は、円安で説明できるぐらいウェイトが大きいはずでございます。ですから、逆に

円安が円高に変わっていったとき、今の物価状況も大きく変わってくるので、ちょっと

前提条件としてそこは加味したほうがいいのかなと思っております。 

それに関連するんですけれども、賃上げに向けた機運の高まりも記載ありますけれど

も、事業者にとってはやはりコストアップした分をどうやって価格に転嫁していくの

か、反映させていくのかといったことが、やはり今、喫緊の課題の一つと挙げられてご

ざいます。ですから、先ほど（資料３－３）指標の中に売上高が説明されましたですけ

れども、今（コロナ禍以降）は、物価が上がってますから、売り上げが伸びて当たり前

です。問題はきちんとした利益がそれに伴ってついてきているかどうか、そういった視

点が必要になってきているのかなと思っていますので、その原動力となっているという

か、ベースとなるのがやっぱり価格転嫁でございます。ここができるからこそ賃上げに

も対応できるといったところで、この視点も入れていただけるとよろしいのかなと思っ

た次第です。 

最後に申し上げると、円安っていうのは本来、輸出企業にとってはプラスです。でも

残念ながら北海道ではなかなか、輸出企業が限られているがゆえに、その恩恵に預かれ

ていないという部分があるわけですから、ぜひこれを機会に、輸出企業をどうやって増

やしていけばいいんだろうといった視点も加えていただけると、北海道の産業構造がで

すね、より足腰の強い形に転換していけるのかなというふうに感じたところでありま

す。 

それと、資料 3－4－2 の部分なんですけれども、企業立地促進費補助金の事業実績に

ついてということで、実際に投資したのがいくらかと、補助金をいくらかとあるんです

けれども、今これだけ人手不足と言われているところに、雇用数が実績としてこれだけ

増えたからいいよねというのは、若干、一般の事業者の目線からいくとちょっと違うの

かなと。やはり補助することによって、いくら売り上げが伸びていくら利益に繋がった

んだといった評価軸があってもいいのかなと。この資料拝見しながらちょっと感じたと

ころでございます。私からは以上です。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。 

Ｗｅｂでご参加の土田委員の手が挙がっているようですけど、いかがでしょうか。 

 

■ 土田委員 

ありがとうございます。私の立場からはですね、やはりＡＩとスタートアップってい
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うところが一つキーワードかと思いますので、条例の中でもですね、やはり道内の企業

を支えていく担い手にスタートアップがなっていくっていうのもありますので、そうい

った観点から、条例にも、スタートアップを促進するようなところも、記載いただけな

いかなっていうふうに思います。以上です。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございます。他はいかがでしょうか。よろしかったでしょうか。今

日、まだご発言のない方もないことはないと思いますが、特段、ご意見よろしいですか

ね。 

はい。では、これも恐らくですね、いただきました意見は部会の方でも具体的に議論

されることになるのではないかと思いますので、引き続きよろしくお願いいたします。 

では、改めて全体を通じまして、何か委員の皆様からご発言等ございませんでしょう

か。 

よろしいですか。はい。それでは、失礼しました。本日ご出席いただいています、オ

ブザーバーの佐々木様、いかがでしょうか。 

 

■ 佐々木オブザーバー 

オブザーバーではありますが、国の立場として、お話させていただきます。 

まず、小規模企業振興条例につきまして、国の動きとしまして、小規模企業振興基本

計画、この第Ⅲ期が、昨年 3 月に閣議決定されております。この計画では、全国で２８

５万社の小規模事業者においても、賃上げの好循環を実現するために、経営力を向上さ

せて、これまで以上に稼ぐ力を高める必要があるというコンセプトのもとに支援メニュ

ーの充実を図っていくというのが１つ目のポイントになります。北村委員、それから岸

本委員からもありましたが、エッセンシャルサービスの部分の強化も明記されていると

ころでございます。また、これを支える支援側の機能強化もうたわれております。土田

委員からもありましたが、商工会議所、商工会の支援機能の強化もうたわれております

ので、こういったところも連動させながら、道の条例も進めていただけますと幸いでご

ざいます。 

また、産業振興条例の方でございます。国の動きとしましては、国際競争力のある産

業育成で、産業クラスター政策を推進しております。北海道からも道庁様とともに、半

導体・AI、宇宙、洋上風力・ＧＸ、食・観光の 4 つのテーマで素案を提出しておりま

す。いずれも北海道のポテンシャルの溢れるテーマがポイントですし、先ほどご説明さ

れた企業立地の様々なデータと符合が一致しているところでございます。このクラスタ

ー計画は、インフラ投資を主軸としつつも、サプライチェーンの強化と人材育成・確保

をセットにしています。先ほど藤田委員からもありましたように、地域にしっかりメリ

ットをというところを意識しながら進めて参るところでございますので、今日ご説明の
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施策と連動させて進めていただければ幸いでございます。以上でございます。 

 

■ 猪口会⾧ 

はい。ありがとうございました。 

では、これをもちまして議題はすべて終了となります。 

最後に水口部⾧、一言お願いいたします。 

 

■ 水口経済部⾧ 

はい。⾧い時間にわたりまして、ご意見等いただきましてありがとうございます。 

今日議題としました小規模企業の条例、こちらの方は、どちらかという理念的なとこ

ろであったり今後の方向性というものを示しているものでございまして、小規模企業、

中小企業がどういった存在で何を担い、どう重要なのか、それを示した上でどう支えて

いくのかというものをまとめていくものかと認識しております。今日ご意見いただいた

中では、個別の存在としての支援もそうですけども地域としてどう支えていくのか、そ

ういったものを支えている地域や暮らしのコミュニティを支えているのが中小企業、小

規模事業者という存在であるというお話。また、ＡＩなどの導入、また経営者が課題解

決するにしても、伴走支援というのが重要だというお話もいただきました。そしてＫＰ

Ｉに関しましては、北海道に合った指標ですとか、単なる数字というよりは質の高ま

り、質の重視をしたような仕様というのは考えていくべきべきではないかというお話も

頂戴しました。また、フリーランスといった最近の社会経済の中での担い手として、フ

ォーカスされていく形も増えてきてるという点もいただいたところです。 

そういったこともいただきながら、今後検討していきたいと思いますし、もう一つの

産業振興条例の方につきましては、こちらは説明もありましたが公的事業に依存してい

る北海道の産業構造を変えていくために、企業立地、道内の企業の事業拡大も含めてで

すけれども、企業立地だとか、道内企業の競争力強化を図る、どっちかというと具体的

な支援に近い方の条例になっているかと思います。 

ただ、両方とも通じるところで、北海道のブランドの価値というのをどう高めていく

のか、どう考えていくのかというご視点ですとか、デザイン経営的な視点というお話も

いただいたところでございます。あと、円安という状況が当面続くという中での輸出企

業を高めていくですとか、具体的な補助金でもう少し利便性を高めるというお話もいた

だいたところでございます。 

引き続き検討を重ねて参りたいと思います。いただいたご意見を踏まえながら、また

委員、特別委員の方々のご意見も踏まえながら、審議、議論を深めていきたいと思いま

すので、引き続きご協力いただければと思いますし、こういった審議会の場以外でも、

ぜひ何かお気づきの点ありましたら私ども事務局の方にも、ご提言ご意見いただければ

幸いでございます。本日は⾧い時間どうもありがとうございました。 
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■ 猪口会⾧ 

ありがとうございます。これで議事を終了したいと思いますので、進行を事務局にお

返ししたいと思います。よろしくお願いします。 

 

■ 畠山経済企画課課⾧補佐 

はい。ありがとうございました。本日、皆様からいただきましたご意見、ご提言につ

きましては、今後の商工業分野の施策づくりに活かして参りたいと考えております。 

それでは、これをもちまして、令和８年度第１回北海道商工業振興審議会を終了しま

す。本日はご多忙のところご出席いただき、ありがとうございました。 

 


